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第130回サービス統計・企業統計部会 議事録 

 

１ 日 時 令和７年５月21日（水）15:30～16:41 

 

２ 場 所 総務省第２庁舎６階特別会議室及び遠隔開催（Ｗｅｂ会議） 

 

３ 出席者 

【委  員】 

菅 幹雄（部会長）、二村 真理子、松村 圭一 

【臨時委員】 

成田 礼子、宮川 幸三 

【専門委員】 

  滝澤 美帆 

【審議協力者】 

東京都、大阪府 

【調査実施者】 

総務省統計局経済統計課：小松課長ほか 

経済産業省大臣官房調査統計グループ構造・統計室：田邉室長ほか 

【事務局（総務省）】 

  山田大臣官房審議官 

統計委員会担当室：谷本室長、田村次長、松井政策企画調査官 

政策統括官（統計制度担当）付統計審査官室：植松審査官、川原調査官ほか 

 

４ 議 題 経済センサス‐活動調査及び個人企業経済調査の変更について 

 

５ 議事録 

○菅部会長 それでは、定刻となりましたので、ただ今から第130回サービス統計・企業統

計部会を開催します。委員の皆様におかれましては、お忙しい中、御出席いただきありが

とうございます。 

 本日は、私と松村委員以外の皆さんはウェブで御参加いただいております。なお、本日

の審議は17時30分までを予定しておりますが、進行によって若干の前後は御容赦いただけ

ればと思います。御予定のある方は途中で御退席いただいて構いませんので、御協力をお

願いいたします。 

 それでは、審議に入ります。４月から審議しておりました経済センサス‐活動調査及び

個人企業経済調査について、予定では本日で最終回になります。 

 前回までの部会で一通りの審議を得ましたので、本日は答申案について審議したいと思

います。その前に、先週金曜日に開催された統計委員会において、私からこれまでの部会

の審議状況について報告いたしました。その際、委員の方々から特段の御発言はございま
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せんでしたので、本日の部会で新たに審議すべきことはございません。 

 それでは、答申案の審議に入ります。資料１を御覧ください。この答申案ですが、前回

の部会で御確認させていただいた答申の大まかな方向性を基に、今回申請された変更事項

のそれぞれについて、その内容と、これまでの部会で得られた審議結果について、「今後の

課題」を含めて文章化しております。 

 審議に先立ち、答申案の取りまとめ方法について御説明いたします。まず、事務局から、

答申案について概要を説明していただきます。 

 その上で、基本的には答申案の順に沿って、部会での審議内容を適切に反映できている

か、修正や追記すべき事項はあるかなど、皆様から御意見をいただきながら御確認いただ

きます。 

なお、これまでの部会審議を踏まえて、答申案では、末尾に「今後の課題」を一つ挙げ

ております。これについては、関連する変更事項の答申案の審議の際に併せて御意見を頂

きたいと思っております。そして、最後に全体評価として、答申案冒頭部分の「承認の適

否」について、御確認いただきます。 

 以上のとおり進めたいと考えておりますが、よろしいでしょうか。 

 それでは、資料１に基づき、まず、答申案の全体構成等について、事務局から御説明を

お願いいたします。 

○川原総務省政策統括官（統計制度担当）室経済統計担当統計審査官室調査官 事務局の

総務省統計審査官室、川原と申します。よろしくお願いいたします。 

 それでは、資料１に基づきまして、諮問第192号の答申、経済センサス‐活動調査及び個

人企業経済調査の変更に関する答申案の概要について御説明させていただきます。 

 答申の構成ですが、従前と同様、最初に定型文がございまして、記と書いてある下から、

変更についての承認の適否、理由という形で整理をしてございます。 

 まず、承認の適否の部分でございますが、調査実施者である総務大臣及び経済産業大臣

から申請された「基幹統計調査の変更について（申請）」、これは上の方は経済センサス‐

活動調査で、「並びに」以下に書いてあるものは個人企業経済調査ということになりますが、

いずれの申請につきましても、本委員会部会で審議をいただきました結果について、記載

をしているものでございます。 

 今、部会長からも御説明がございましたとおり、ここの部分は最終的な答申全体の判断

でございますので、現行の案としては、変更を承認して差し支えないと記載しております

が、最後にこの部分を御確認いただいて、内容を確定させるものになると承知をしており

ます。 

 次に「（２）理由等」でございます。こちらは、今回調査実施者から変更申請が上がって

きた調査計画の変更内容について、項目ごとに、承認の適否の理由について記載をしてい

ます。 

 基本的な構成といたしましては、最初に、今回調査計画の変更申請のあった内容につい

て、概要を記載しておりまして、その後に変更を行う背景事情や調査実施者の取組等につ

いて記載をさせていただいております。その後に、調査計画の変更の適否について記載し、
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項目によっては後ろに何らかの形で部会での御審議を踏まえたコメントを追記している構

成となっております。 

 では、順に内容の御説明をさせていただきます。最初に「ア 活動調査の見直し」の「（ア）

調査事項の変更」のうち「ａ サービス分野の収入の内訳に適用される調査品目の見直し」

についてです。こちらにつきましては、調査計画の変更内容については図表１ということ

で、２ページの方に簡単にどういった形で品目を見直すのかということで全体像を記載し

ておりますが、変更内容としては、サービス分野の収入の内訳に適用される調査品目を見

直すというものでございます。 

 こちらにつきましては、「これは」以降に記載がありますとおり、今回変更が必要になっ

た理由について、前回調査においてサービス分野の生産物分類を基に定めた調査品目を導

入した結果を踏まえて、今回一部見直しを行うという背景事情と、更に企業へのヒアリン

グや試験調査のアンケート結果なども踏まえて変更計画が決定されているというところで

ございます。また、調査実施者といたしましては、「なお」書き以降のところでございます

が、品目のプレプリントや検索システムの開発といった取組を行うということで、その旨

も追記をしております。 

 最後に、本部会の評価というのは、「これについては」以降に記載がございますが、調査

結果の利活用状況などを踏まえたものであることから適当であるという形でまとめさせて

いただいております。 

 次に、２ページを御覧いただければと思います。２ページの「ｂ 財分野の収入の内訳

に適用される調査品目の見直し」についてです。こちらも記載の構成、先ほどと同じでご

ざいますが、一段落目に、調査計画の変更内容ということで財分野の収入の内訳に適用さ

れる調査品目の見直しという言葉を記載しております。「これは」以降のところで、その背

景事情ということで先ほど同様最終取りまとめを踏まえて、いわゆる生産物分類に基づく

調査品目を入れるということ、更に試験調査やヒアリングなどを踏まえて記入可能性も検

討した結果、最終的に今回の案が作成されているというところでございます。 

 こちらも「これについては」以降のところで、本部会の判断を記載しておりますが、報

告者負担の軽減等にも配慮しつつ、精度向上に資するものであることから、適当とまとめ

させていただいております。 

 「なお」書き以降ですが、部会で御指摘がありましたとおり、前回調査の品目分類との

変更点について分かりやすく周知する取組が望まれるということを付記させていただいて

おります。 

 次に、２ページの下の方ですが、「ｃ その他の調査事項等の見直し」についてです。図

表２と書いてある２ページから３ページにまたがる部分ですが、調査事項の変更などを予

定しているところでございます。 

 ３ページの「このうち」以降のところですが、まず、調査事項の追加及び見直しについ

ては、格付事務の円滑化や、産業分類の新設された分類を踏まえたものということ。それ

から、調査結果の精度向上に資するものであること。あと調査事項の廃止については、こ

ちらにも書いてありますとおり報告者負担の軽減に資するものであること。また、調査票
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の見直しについては、産業特性事項のうち事業所集計事項に限ることとしており報告者負

担の負担に配慮しつつ、適切な実態把握に資するということから、いずれも適当と整理を

しております。 

 ここの黄色の部分でございますが、調査事項の追加、具体的に申しますと図表２の①、

管理・補助的業務か否かというものを今回チェック欄という形で追加するところでござい

ますが、この調査事項の追加自体を適当と整理しつつ、「今後の課題」に一つ取組を掲げる

こととしたいということで、Ｐということで置かせていただいております。 

 詳細は、最後の部分に「今後の課題」というのを記載しておりますので、そちらで御案

内させていただきます。 

 以上が「（ア）調査事項の変更」でございました。 

 次に、３ページの「（イ）調査方法の変更」のうち、「ａ オンライン先行回答方式の導

入等」というところでございます。こちらは、甲調査の調査方法について、オンライン先

行回答方式を導入するということでございまして、３ページ目のところについては、オン

ライン先行方式の具体的な内容について記載をしております。 

 ４ページの方にお進みいただきまして、図表３のところに併せて変更のイメージ図とい

う形で、こちらも掲載をさせていただいております。「また」以降でございますが、こちら

は調査実施者の方で今回取り組まれる内容ということで、「分類番号検索システム（仮称）」

の開発などの取組が行われることもここに盛り込んでおります。 

 オンライン先行方式を導入する背景事情ということで、その下の段落に記載をしており

ますが、第Ⅳ期基本計画において、オンラインによる回答数の割合について高い目標が設

定をされていることを踏まえ、本調査においてもオンライン回答の推進が求められている

ということなどを記載しております。 

 また、試験調査におきましても、オンライン回答を原則とした調査を実施しておりまし

て、オンライン回答率が上昇しており、調査方法の変更による効果があったということに

ついても記載をしております。この変更計画についての判断整理といたしましては、４ペ

ージの一番下の「これらについては」以降にございますとおり、オンライン回答率の更な

る向上に資することや、調査員の事務負担の軽減につながることということで、５ページ

の方に移りますけれども、適当と整理をしております。 

 「なお」書きのところですが、こちらも部会で御指摘がございましたとおり、原則オン

ライン回答とすることについて周知するなど、報告者の理解を得るための取組を行うこと

が望まれる旨を付記しております。 

 次に、５ページの「ｂ 一部の報告者における調査票の配布、回収方法の見直し」につ

いてです。こちらは一部の報告者において、従前の調査員調査から直轄調査に変更すると

いうことについて記載しております。詳細は図表４のところに記載しているとおりでござ

います。 

 この理由につきまして、売上金額規模の増加や、調査方法、報告方法の見直しを踏まえ

て今回変更するということで、実態のより適切な把握に資するものであることから適当と

いう形で整理をしております。 
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 次に、５ページ、下の方でございますが、「ｃ 報告方法の見直し」についてです。こち

らは共同企業体の事業所において、出資した企業それぞれの支所事業所ではなく、一つの

独立した事業所として報告を求めるとともに、調査票も「産業共通調査票」から「産業別

単独事業所調査票」に変更するという計画でございます。詳細ですが、６ページ目の図表

５のところに図を入れております。 

 ６ページ目の「この変更の背景としては」以降のところで、背景事情を記載しておりま

す。これまでは、出資した企業の支所事業所としてそれぞれ回答を依頼していたところで

すが、報告者負担が大きいということもあり、今回見直すこととしたということです。こ

ちらの結論につきましては、報告者負担の軽減に資するとともに、結果への影響も小さい

などの理由から、適当であるという形でまとめております。 

 以上が「（イ）調査方法の変更」についてです。 

 次に、６ページの「（ウ）集計事項の変更」の「ａ 『個人経営』複数事業所企業に関す

る地域別集計の見直し」についてです。こちらについてですが、「個人経営」の複数事業所

企業における企業全体の売上高を本所（事業所）の売上高とみなし、本所の所在する地域

の売上高に計上する方法に変更するというのが今回の変更内容となっております。 

 本調査につきましては、これまで本所事業所で企業全体の売上金額を報告していただき

まして、当該企業に所属する事業所の事業従事者数に比例して、各事業所に売上金額を配

分することで、地域別集計を行っていたことを「これまで」以降のところに記載しており

ます。「しかしながら」のところですが、いろいろ手間をかけてやっておるのですけども、

９割以上の支所が本所と同じ都道府県内に所在していることなどの理由を踏まえ、今回調

査、地域別集計の見直しを行うとともに、先ほど調査事項の変更のところでございました

とおり、本所の正式名称・所在地等の報告も不要とするというものです。 

 ７ページに移りまして、「これについては」というところで、令和３年調査の回答状況を

踏まえ、報告者負担の軽減を図りつつ、精度向上に資するものであることから適当という

形で整理をしております。 

 次に、７ページの上の方にございます「ｂ その他の集計事項の見直し」についてです。

本申請では、下の方に図表６というのがございますが、集計事項を変更することを計画し

ております。本調査の集計事項につきましては、基本的には前回の集計事項を踏襲すると

ころとなっておりますけれども、変更理由のところにもございますとおり、地方公共団体

や各府省の要望などを踏まえて必要な集計事項を追加するとともに、利用が低調なものに

ついては削除するという内容でございます。こちらにつきましては、利用者のニーズ等を

踏まえたものであることから、適当であるという形でまとめております。 

 以上が、ウの集計事項の変更というところでございます。 

 次に、８ページの「（エ）公表時期の変更」についてです。本申請につきましては、利用

者ニーズの高い「産業横断的集計（確報）」というものがございます。図表７のところに、

令和３年調査と令和８年調査の公表時期の変動について整理をしておりますが、利用者ニ

ーズの高い産業横断的集計の確報について、こちらを前倒しするということで、併せて他

の集計事項も整理をして、基本的には同時期に公表するような形で集計時期全体の体系を
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見直すという計画となっているところでございます。 

 こちらにつきまして、公表が後ろ倒しになる集計表についても利用者の支障が特にない

ことなど、早期化する集計事項について、利用者の利便性の向上に資するものであること

などから、適当であるという整理をしております。 

 経済センサス‐活動調査に関連する調査計画の変更内容は以上でございまして、それに

対する答申案については、ここまでというところになります。 

 次に「イ 個人企業調査における活動調査との同時実施用調査票の変更について」でご

ざいます。こちらですけれども、個人企業経済調査におきましては、経済センサス‐活動

調査の実施年におきまして、いわゆる同時実施用の調査票で調査を実施することしており

ます。 

 先ほど申し上げましたとおり経済センサス‐活動調査の中で、「個人経営」の複数事業所

企業の「支所・支社・支店」に該当する場合に、今まで「本所の正式名称・所在地等」を

回答していただくこととなっておりましたが、経済センサス‐活動調査において、当該項

目を廃止するというところでございます。このため個人企業経済調査に用います同時実施

用調査票においても、同様の対応を行うというところでございます。 

 そのため、こちらにつきましては、経済センサス‐活動調査の変更内容を適切に反映し

たものであり、適当であるという整理をしております。 

 以上が本調査計画の変更の内容となります。 

 次が８ページの下の方でございますけれども、「２ 前回答申における『今後の課題』へ

の対応状況」でございます。こちらの経済センサス‐活動調査と個人企業経済調査のそれ

ぞれについて、前回答申時に「今後の課題」という形で御指摘をいただいておりますので、

その対応状況についてまとめたものになります。 

 ８ページの（１）は、経済センサス‐活動調査に関する統計委員会諮問第140号の答申、

令和２年に行われているものでございますが、それにおける今後の課題への対応状況につ

いて整理しているものです。 

 前回調査においての課題ですけれども、この下のところに記載がございますとおり、調

査事項のうち、「支払利息等」を前回調査において削除しておりますけれども、これを再度

把握することについて検討することという課題が付いておったというところでございます。 

 その結果については、次の９ページの方を御覧いただければと思いますけれども、調査

実施者において、以前確認をしていただいた結果、最終的な結論としては、引き続き支払

利息等を把握しないということとなっているところでございます。これにつきましては、

対応は適当であるという形で整理をさせていただいております。 

 次に、９ページの（２）の個人企業経済調査に関する前回答申における「今後の課題」

の対応状況についてです。こちら、若干年代が前になりますが、平成29年９月に、統計委

員会諮問第105号の答申ということで、個人企業経済調査について今後の課題が付いてお

りまして、その内容等につきましては、図表の８のところにまとめさせていただいており

ます。 

 大きく分けまして、調査事項の再検討と民間委託の影響検証、公表の早期化ということ
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でございます。そちらの対応状況につきましては、同じく図表８のところに記載のとおり

でございますけれども、いずれも課題の趣旨に沿って適切に対応していることから、適当

だということを９ページの一番下のところに記載しております。 

 次に、10ページの「３ 活動調査に関する第Ⅳ期基本計画への対応状況」でございます。

公的統計基本計画、現在第Ⅳ期の期間中ということでございますけれども、その基本計画

の中に、経済センサス‐活動調査に関する検討課題ということで、図表９にございますと

おり、２点示されているところです。 

 内容につきましては、こちらにも記載がありますとおり、サービス産業・非営利団体等

調査、これは産業連関表を作成するために実施する調査でございますが、こちらとの連携

強化。２点目が、現在御審議いただいております令和８年経済センサス‐活動調査につい

て、調査事項の見直し等を検討するという大きく２点ということでございます。その対応

状況につきましても、図表８に記載のとおりでして、いずれも課題の趣旨に沿って適切に

対応していることから適当であるという形で、10ページ目の中ほどの方に記載してござい

ます。 

 最後ですけれども、「４ 今後の課題」でございます。日本標準産業分類において管理・

補助的な経済活動を行う事業所という分類が、産業中分類ごとに設定されておりまして、

いわゆる自企業の管理統括業務といった現業以外の事務、本社の活動を行う事業所等が当

該分類に分類されることとされております。 

 今回の変更におきまして、先ほども申し上げましたとおり、本社事業所の産業格付の正

確性を向上させるために、今回調査事項の追加を行うところでございますけれども、これ

につきましては、正確性の向上に資することから適当と整理されたものと承知をしている

ところです。一方で前回の部会におきまして、本社活動の把握が今後の我が国の経済実態

の把握に重要との御指摘があったことを踏まえまして、今後の課題としてこのような形で

本調査で把握する「管理・補助的業務か否か」の回答状況や、経済動向の変化、結果の利

活用状況を踏まえつつ、必要に応じて，次回調査において調査事項の見直し等を検討する

ということを、今後の課題として盛り込んではどうかということで、案として記載をさせ

ていただいているというところです。 

 以上、少し駆け足で大変恐縮でございますけれども、答申案の概要については、以上で

す。 

○菅部会長 それでは、「承認の適否」は最後の全体評価になりますので、最後に確認する

こととし、１ページの「（２）理由等」から順に御確認いただきたいと思います。 

 まずは「ア 活動調査の見直し」の「（ア）調査事項の変更」についてです。ここでは３

つの変更事項がございましたが、１つ目は、「ａ サービス分野の収入の内訳に適用される

調査品目の見直し」です。 

 変更内容は、サービス分野の調査品目について、国民経済計算、ＳＵＴ推計等の利活用

を踏まえ、品目の分割や統合を実施するというものです。 

 変更の背景としては、令和３年に実施した調査で、統計改革推進会議最終取りまとめを

踏まえ、サービス分野の生産物分類を基に定めた調査品目で調査を実施しており、その調
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査結果を分析して、調査品目の見直しを行ったというものです。 

 この変更について部会の判断ですが、令和３年調査の実施状況や企業へのヒアリング、

試験調査のアンケート結果を踏まえた見直しであること。国民経済計算、ＳＵＴ推計等の

利活用ニーズを踏まえた上での見直しであること。そして、調査品目の見直しに伴い、過

去に回答した品目のプレプリントや、「分類番号検索システム」の導入など、報告者負担の

軽減に資する見直しであることから、適当としております。 

 この部分について委員の先生方の御意見はいかがでしょうか。意見がございましたらお

っしゃっていただけたらと思います。よろしいでしょうか。特に挙手は、御意見はないで

しょうか。 

 それでは、特段の御異論もございませんでしたので、御了承いただいたものと整理させ

ていただきます。 

 次に、２つ目の「ｂ 財分野の収入の内訳に適用される調査品目の見直し」です。 

 変更内容は、財分野の調査品目について、これまでの日本標準産業分類を基にした調査

品目から、生産物分類を基にした調査品目に見直しするというものです。 

 変更の背景としては、サービス分野と同様に、最終取りまとめを踏まえ、国民経済計算、

ＳＵＴ推計等の精度向上に資する目的で見直しを行うものです。 

 この変更についての部会の判断ですが、最終取りまとめを踏まえた見直しであること。

試験調査や企業へのヒアリングなどを通じて、記入可能性の検討を踏まえた見直しである

こと。国民経済計算、ＳＵＴ推計等の精度向上にも資する見直しであることから、適当と

しています。 

 ただし、１回目の部会の中で、令和３年調査の品目分類との変更点について、利用者へ

分かりやすく周知する取組を行うべきとの御意見がありましたので、その旨のコメントを

なお書きで付しております。この部分についていかがでしょうか。これで結構でしょうか、

御意見をいただけたらと思います。 

 宮川臨時委員、よろしくお願いいたします。 

○宮川臨時委員 立正大学の宮川です。御説明ありがとうございました。基本的にはこれ

でいいと思うのですけど、更に令和３年との比較の表まで出していただいて、これは前に

第１回のときでしたか、私がそういった発言をしたということも記憶にあるんですけれど。

出していただいてよかったと思うんですけど、これを拝見すると、少し減っているという

のが出てきて、特に製造業は今回新しく生産物分類を導入したというところなんですけど、

減少しているわけですよね。160ぐらいですか。ですから、製造業で大きく減少したという

感じが、これを見ると印象として受けるわけですけど、これについてはもともとものすご

く細か過ぎたとか、あるいはものすごく金額が少ないとか、そういったこともあって、統

合あるいはその他の方にくっ付けるということをやられたという認識で私自身はいるので、

そのこと自体、減ったこと自体はもう問題ない。調査自体、そもそも回収ができないとい

うことなので、減らしたというふうな認識で問題ないと思うんですけど、全くそういった

ニュアンスのことは書いていないので、結局、減少しているけど、必要ないからですよと、

必要ないというか細か過ぎて回答もできないからですよというようなことは、特に財分野
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のところはそんなに書いていないように思うんですが、そこは特段そういったことは触れ

ない方がよいという判断なんでしょうか。 

 私も強くそういったことを書いた方がいいというほどでもないのですが、ただ、この文

章だけを見ると少し減っているのだけど、何でだろうと思う人もいるのではないかという

ふうに思ったので、気になったので、発言させていただきました。 

 以上です。 

○菅部会長 ありがとうございます。そのほかの委員の先生方、御意見はありますでしょ

うか。よろしいでしょうか。 

○川原総務省政策統括官（統計制度担当）室経済統計担当統計審査官室調査官 事務局で

ございます。もし事実に誤りがあれば、調査実施者の方から訂正いただければと思います

が、今、宮川臨時委員がおっしゃったとおり、私も数字が減っているなと思ったんですけ

れども、一つは、生産物分類に基づくものに見直したものということと、試験調査、ヒア

リングなどを通じた記入可能性を踏まえて、結果として減ったんだろうということだろう

と思いますので、特に品目が減ることによって、何か大きな問題があるということではな

いのかなと理解をしております。 

 いずれにせよ、検討の結果を踏まえた事実としてはこうではございますけれども、最終

的な結論の部分については、大きなそういった意味での違いはないかなと理解をしており

まして、一応このような形でまとめさせていただいたというところでございます。 

○菅部会長 これについては要するに、よく一般的にあるのは、品目は細かい方が精度が

高いという一般的な思い込みがあるので、宮川臨時委員からはそういう趣旨の御指摘があ

ったんだと思うんですが。 

○宮川臨時委員 よろしいですか。宮川ですけれども、生産物分類にすると言われると、

むしろ細かくなるのじゃないかというのが一般的な認識のような気がしたので、必ずしも

そうじゃない、私はこの案自体に何か反対しているとかということでは全くなくて、これ

自体はいいと思うのですけど。その辺りを何か分かりやすく、一言書くみたいなことが必

要なければこのままでも全然構わないんですが、その点、生産物分類を導入したのに、逆

に減るんだという感覚を持たれかねないかなということを懸念したという程度の話なんで

す。ですから、別に特段対応しないということであればそれでも構いません。 

○菅部会長 これはどうしましょうか。一つは、今の趣旨を議事録に残すという対応とい

うのが一つあり得ます。もう一つは追加して書くわけですけど、適切な文言があればいい

んですけれども、今すぐには出てこない感じもあるので。 

○宮川臨時委員 宮川ですが、サービス分野の方は、一部の調査品目において計上金額が

少ないものや、「その他」品目が大きい額として計上されたものが見受けられたことのほ

か･･･というふうに、計上金額が少ないということをもって、あるいは企業へのヒアリング

なんかで記入可能性に関する検討を踏まえつつとかというふうに書いてあって、結果とし

て、多少減っているということはあるのですが、そもそもサービス分野は前回も生産物分

類だったわけですよね。 

 同じ生産物分類でもここまで書いていらっしゃったのに比べて、製造業の方は今回新し
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く生産物分類にしたのに、何かその辺りの説明、逆に違うものだからあえて書かなかった

ということなのかもしれませんが、そのサービス分野の文章と比べると印象が少し違うな

というふうに思ったのも、私がこういう発言をした一因でございます。 

○菅部会長 何か文案はありますか、入れる文言として。報告者負担の軽減に配慮しつつ

とあるのが多分減るのだけれども、その精度は向上に資するというところで一応反映はさ

れているようには思うのだけれども。生産物分類の適用の前に文言を入れますか。品目を

見直したと。 

○植松総務省政策統括官（統計制度担当）室経済統計担当統計審査官室統計審査官 事務

局でございます。宮川臨時委員、ありがとうございます。 

 まず、今部会長からもありましたけども、文章に関しては統計委員会の御審議をまとめ

る面があり、部会審議の方で、製造業で金額とかそういったところの基軸ではあまり議論

はなされていないという実態があります。一方で、こちらにあります試験調査や企業等へ

のヒアリングと、まさしく今の記入者負担の面とか、そういった部分で今回製造業も一方

的に減っているわけじゃなくて、例えばその他のところで少し分解したものもあるので、

実は一方向だけでもないという点もあり、それもひっくるめて試験調査や企業等へのヒア

リングというような御説明をいただいたという経緯だと思います。 

 したがいまして、一概に数の比較という意味では宮川臨時委員のおっしゃるとおりでは

あるんでしょうけども、今回の審議結果を踏まえると、試験調査あるいは企業等へのヒア

リングというところに含意されているといったような整理の中で、宮川臨時委員の御発言

も踏まえて、議事の補足とかそういった形にするというのも一つのやり方かなと思いまし

た。 

 事務局でありますが、以上でございます。 

○宮川臨時委員 宮川ですけど、よろしいですか。 

○菅部会長 どうぞ。 

○宮川臨時委員 今、植松さんがおっしゃっていたのはまさにそのとおりで、結局、サー

ビスのところは、計上金額が少ないものというのは品目を減らしましたと。その他品目が

大きいものは分割して新たに出しましたみたいなことをわざわざ書かれて、減ったり増え

たりした結果こうなりましたという感じのニュアンスがあるわけですよね。 

 それと同じようなことをされているのだと思ったので、それをまさに減ったり増えたり

した結果、きちんと適切にこの品目になりましたということを判断したというふうに書い

た方がいいのかなと思ったんですが、確かに今言われたように、そのことで細かく審議し

たかと言われると、確かに私もそれを見てそのとおりなんだろうなと思っていただけで、

そこまで詳しく審議していないということであれば、別に文言として修正していただかな

くても構いませんということです。 

○菅部会長 確かに、サービスに比べるとアンバランス。文章の数が。そういうことです

ね。どうしましょうか、用途の類似性による基準を指向した生産物分類に基づくものに見

直すとともに、検討を踏まえたものであると。前段のところです。 

○植松総務省政策統括官（統計制度担当）室経済統計担当統計審査官室統計審査官 この
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関係の議論でございますけども、実際に実施部局の方から、一部の品目の例示をしていた

だいて、その議論を踏まえて、今回のまとめに至っているというところでございます。今

のところに関しましては、部会長とも相談させていただいて、それで箇所としては、「これ

は･･･最終取りまとめを踏まえて」というところのパラのところです。実際の報告内容等々、

そのときに出ていたのはオフセット印刷とかぶどう糖とか、これは両方とも分割している

事例と統合している事例なので、生産物分類に基づく形にしたときに、そういう増減等の

経緯を御報告いただいていますので、この辺に入れるような形で、部会長とも御相談して、

委員の先生方もそれでよければという形で整理させていただければと思っています。 

○菅部会長 了解です。それでは、宮川臨時委員から示されたこのサービス分野と比較し

た財分野に関する記述のアンバランスですよね。アンバランスがあるという御意見を踏ま

え、答申案に品目数の増減に関する説明書きを追加する、追記するなどの修正を考えてい

きたいと思います。文案につきましては追ってお示しし、委員の先生方に御確認いただく

という形でよろしいでしょうか。宮川臨時委員、それでよろしいでしょうか。 

○宮川臨時委員 構いません、全く問題ないと思います。すみません、お手数おかけして、

ありがとうございます。 

○菅部会長 よろしいでしょうか、特にそのほかの委員の方々、御意見ありませんでしょ

うか。 

 それでは、次に、３つ目の「ｃ その他の調査事項等の見直し」です。変更内容は図表

２に記載のとおり、調査事業所が専ら管理・補助的業務を行っているか否かの項目の追加、

「事業の業態」・「事業所の開設時期」・「店舗形態」の把握方法の見直し、特定サービス産

業実態調査から本調査に移行して把握していた項目などの廃止、「法人でない団体」の事業

所用調査票を変更するというものです。 

 この変更についての部会の判断ですが、調査事項の追加及び見直しについては、日本標

準産業分類で新設された分類への対応や、格付事務の円滑化など、調査結果の精度向上に

資するものであること。調査事項の廃止についても、調査品目における生産物分類の適用

や、調査結果の利活用状況を踏まえつつ、報告者負担の軽減に資するものであること。「法

人でない団体」の調査票変更についても、報告者負担の軽減に配慮しつつ、産業特性の的

確な実態把握に資するものであることから、適当としています。 

 ただし、調査事業所が専ら管理・補助的業務を行っているか否かの項目を追加すること

については、部会でも御意見があったとおり、調査対象事業所が「管理・補助的業務」を

行っているかどうかの情報が、今後の我が国の産業実態の把握、特にＳＵＴ推計に当たっ

ては重要であり、今回の調査事項の見直しを端緒として、その実態把握がより的確にでき

ることが期待されることから、「今後の課題」としてはどうかと考えています。 

 具体的な内容は10ページの「今後の課題」を御覧ください。なお、「管理・補助的業務」

に関しましては、聞き方が若干異なりますが、実は前々回の平成28年調査まで尋ねており

ました。前回令和３年調査で削られたのが、今回形を変えて復活したわけですが、経済の

サービス化が進む我が国経済の状況を踏まえると、いわゆる「本社」活動の把握というの

は今後ますます重要になると考えられます。 
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 したがって、今回追加した「管理・補助的業務」に関する回答状況、今後の経済動向の

変化及び調査結果の利活用等を踏まえつつ、必要に応じて、次回の活動調査において「本

社」活動の把握に関する調査事項の見直し等を検討することが必要ということを今後の課

題として掲げております。 

 例えば、今回の聞き方は、平成28年までの聞き方とは違いますので、今回の回答状況な

どを踏まえまして、次回調査でどのような聞き方にするかを検討するといったことを想定

しております。 

 この部分の答申案や今後の課題についていかがでしょうか。委員の方々から御意見があ

りましたら挙手をお願いいたします。 

 宮川臨時委員、よろしくお願いいたします。 

○宮川臨時委員 宮川でございます。本社で管理・補助的業務か否かというのを調査する

というのはもちろん必要なことでしょうし、大変結構なことで、それ自身、今お話があっ

たように単なる格付ということを超えて、本当にいわゆる本社活動だったり管理・補助的

な業務という、我々が知りたいものについて実際に回答者側がしっかり答えられているの

かどうか、これはもう定義の問題でも関わることだと思うのですが、そういったところが

まだやはり完全ではないというのは、これはもうずっと前からあったと思うんですよね。 

 そういう意味では、今回これを調査していただくことによって、本当に把握できている

かどうかということもある程度分かると思いますし、あるいは定義みたいなものや、こち

らが調査したいものというのと実態が本当に合っているかどうかとか、これは単純に経済

センサスだけではなくて、産業分類にも関わる話だと思っているのですけれど。そういう

ものが今後、将来に向けてしっかりと調査できるという意味では、是非このような課題を

書き込んでいただくことはもちろんですし、調査結果についてもしっかりと分析するとい

うことが必要だろうなと将来的には思いますので、このような課題を書き込むことで私自

身は大賛成です。 

 以上です。 

○菅部会長 ありがとうございました。ほかの委員の方々、御意見いかがでしょうか。ご

ざいませんでしょうか。 

 今、宮川臨時委員から、今後の課題について、肯定的な御意見をいただいたと考えてお

ります。そこで、このまま、今後の課題を答申案の中に残す形で進めていきたいというふ

うに考えます。 

 続きまして、「（イ）調査方法の変更」についてです。ここでは３つの変更事項がござい

ましたが、１つ目は「ａ オンライン先行回答方式の導入等」です。変更内容は、直轄調

査においては、オンライン回答を基本とすると。ただし、報告者から要望があれば紙の調

査票を送付し、紙での回答も可能とすると。 

 調査員調査においては、存続事業所に対してオンライン回答書類を先行して送付し、オ

ンライン回答がなかった事業所に対して、調査員から紙の調査票とオンライン回答用の書

類を同時に配布する。新設事業所に対しては、調査員から紙の調査票とオンライン回答用

の書類を同時に配布するというものです。 
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 また、調査実施者としては、オンライン回答の推進のため、電子調査票の改善、ログイ

ン方法の解説動画作成、オンライン回答専用のコールセンターの設置、「分類番号検索シス

テム」の開設などを予定しています。 

 背景として、公的統計の整備に関する基本的な計画において、オンラインによる回答数

の割合について「企業系調査では８割以上を目指す」という目標設定がなされておりまし

て、活動調査においてもオンライン回答の推進が求められていることがあります。 

 この変更についての部会の判断ですが、オンライン回答を原則として実施した試験調査

で、オンライン回答率の上昇が確認されたことを踏まえ、更なるオンライン回答率の向上

に資するものであること、調査員の事務負担の軽減が期待できることから、適当としてい

ます。 

 ただし、オンライン回答の原則化を進めるには、回答者の理解が重要になります。部会

審議の中でも話が出ましたが、全国的な広報による周知など、回答者の理解を得るための

取組を行うことをなお書きで付しております。 

 この、なお書きを付しているところにつきまして、いかがでしょうか、この記述でよろ

しいでしょうか。委員の先生方の意見はございますでしょうか。よろしくお願いいたしま

す。松村委員。 

○松村委員 ありがとうございます。基本的には、ここに書いていただいているので私は

結構かと思っております。今回、特に分類番号検索システムをこのために開発されるとい

うことで、こちらもそんなに複雑なものではないと思いますが、使い勝手のいい、分かり

やすいものになるように是非お願いできればと思います。それをもって、オンライン回答

率８割ということが達成できれば非常にいいかと思っております。是非、ここに書いてあ

るような形でお願いできればと思います。 

 以上です。 

○菅部会長 ありがとうございます。ほかの委員の方々いかがでしょうか、御意見はござ

いますでしょうか。よろしいでしょうか。 

 今この件につきましては、分類番号検索システムがあるなど、非常にオンラインの回答

に資するものであるということで、肯定的な御意見を賜りましたので、このなお書きのま

ま答申案を進めていきたいというふうに思います。 

 次に、２つ目の「ｂ 一部の報告書における調査票の配布、回収方法の見直し」です。 

 変更内容は、令和３年調査において調査員調査で実施していた、単独事業所企業の「社

会保険事業団体」と法人でない団体の「非ネットワーク型産業」の団体について、いずれ

も直轄調査に見直しするというものです。 

 この変更についての部会の判断ですが、令和３年調査において「社会保険事業サービス」

の売上金額規模が大きくなっていることを踏まえているものであること。「法人でない団

体」については、次のｃで触れますが、それを踏まえたものであること。実態のより適切

な把握に資するものであることから、適当としております。 

 この部分については、いかがでしょうか。委員の先生方、御意見ありますでしょうか。

よろしいでしょうか。 
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 これについては、実態を踏まえたものであるということで、特段の御意見もございませ

んでしたので、御了承いただけたのではないかと整理いたします。 

 次に、３つ目の「ｃ 報告方法の見直し」です。 

 変更内容は、共同企業体の事業所について、出資した企業のそれぞれの支所事業所とし

て報告を求めるのではなく、一つの独立した事業所として報告を求めるよう見直しすると

いうものです。 

 この変更の背景ですが、これまで製造業事業所等における共同企業体については、企業

間で出荷額や敷地面積等について、重複記入への対応や案分処理を行うなど、報告者負担

が生じていた経緯があります。 

 この変更についての部会の判断ですが、報告者負担の軽減に資するものであること、我

が国の企業の売上総額の把握には影響はないこと、調査結果として、事業所の数は変動す

るものの影響は軽微であること、調査実施者における審査の中で回答の重複を排除するこ

ととしていることから、適当としています。 

 この部分については、いかがでしょうか。委員の先生方、御意見がございましたら挙手

をお願いいたします。よろしいでしょうか。 

 それでは、特段の御異論もございませんでしたので、御了承いただいたものと整理いた

します。 

 続きまして、「（ウ）集計事項の変更」についてです。ここでは２つの変更事項がござい

ましたが、１つ目は「ａ 『個人経営』複数事業所企業に関する地域別集計の見直し」で

す。変更内容は、「個人経営」複数事業所企業に関する地域別集計を行う際に、本所が記入

する「企業全体の売上高」を「本所（事業所）の売上高」とみなし、本所の所在する地域

の売上高に合算するというものです。 

 これまでの活動調査では、「個人経営」複数事業所企業の「支所・支社・支店」において、

本所の正式名称・所在地等の報告を求め、本所と支所の関係が特定できたものについて、

本所事業所の売上金額を支所の所在する地域別に割り振っていました。 

 しかしながら、令和３年調査では、本所と支所の関係が特定できたものは売上総額の６

割程度であったこと、９割以上の支所が本所と同一都道府県に所在していたことから、地

域別集計の見直しを行うとともに、支所事業所からの「本所の名称・所在地等」の報告を

不要とするものです。 

 この変更についての部会の判断ですが、報告者負担の軽減を図りつつ、地域別集計結果

の精度向上に資するものであることから、適当としております。 

 この部分については、いかがでしょうか。委員の先生方、御意見がございましたら挙手

をお願いいたします。よろしいでしょうか。 

 これにつきましても、特段の御異論がなかったということで御了承いただいたものと整

理いたします。 

 次に、２つ目の「ｂ その他の集計事項の見直し」です。 

 変更内容は、集計事項について基本的に前回調査を継承するものの、図表６のとおり、

内訳に関する追加表章や、表章区分の分割、「全ての市区」を対象とした統計表の追加作成
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などを行う一方で、利用実績が低調な集計結果について、廃止や内訳区分の削減などを行

うというものです。 

 この変更についての部会の判断ですが、利活用ニーズ等を踏まえたものであり、適当と

しています。この部分については、いかがでしょうか。委員の先生方、御意見がありまし

たら挙手をお願いいたします。よろしいでしょうか。 

 これについても、特段の御異論がなかったということで御了承いただいたものと整理い

たします。 

 続きまして、「（エ）公表時期の変更」についてです。 

 変更内容は、利用者のニーズの高い主要結果である「産業横断的集計（確報）」の公表時

期を早期化し、令和10年３月に公表するよう見直しするというものです。 

 この変更についての部会の判断ですが、一部の集計区分について公表が後ろ倒しとなる

ものの、現在の利用機関には特段の支障がないことを調査実施者で確認していること、利

用者の利便性の向上に資するものであることから、適当としています。 

 この部分については、いかがでしょうか。御意見がございましたら挙手をお願いいたし

ます。 

 これにつきましても、特段の御議論がございませんでしたので、御了承いただいたもの

と整理いたします。 

 続きまして、「イ 個人企業調査における活動調査との同時実施用調査票の変更につい

て」です。 

 個人企業経済調査については、活動調査の実施年に限り、活動調査の調査票と個人企業

経済調査の調査票を統合した調査票により、両調査を同時に実施しております。この同時

実施用の調査票について、活動調査での変更を反映させるというものです。 

 具体的には、「個人経営」複数事業所企業の「支所・支社・支店」における「本所の正式

名称・所在地等」の把握の取りやめを受けて、当該調査事項を廃止します。 

 この変更についての部会の判断ですが、（２）ア（ア）ｃで評価した活動調査の変更を反

映させるものであることから、適当としております。 

 この部分につきまして、いかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 これにつきましても、特段の御異論がございませんでしたので、御了承いただいたもの

と整理いたします。 

 続きまして、「２ 前回答申における『今後の課題』への対応状況」の（１）、活動調査

に関する前回答申における「今後の課題」への対応状況についてです。 

 活動調査については、前回答申において、調査事項のうち、前回調査で削除した「支払

利息等」を再度把握することについて検討が求められておりました。 

 これを受けて、調査実施者では、各府省や地方公共団体に対する活動調査の調査事項に

関する要望把握や、外部有識者や内閣府等で構成される研究会で支払利息等の取扱いに関

する議論などを行った結果、支払利息を前回調査で把握しなかったことの影響が特になか

ったこと、今回調査におけるニーズも把握されなかったことから、引き続き支払利息等は

「把握しない」と結論付けており、本部会としても、今回の対応は適当としております。 
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 この部分については、いかがでしょうか。 

 これにつきましても、特段の御異論もございませんでしたので、御了承いただいたもの

と整理させていただきます。 

 次に、（２）、個人企業経済調査に関する前回答申における「今後の課題」への対応状況

についてです。 

 個人企業経済調査については、前回答申において、①調査事項の再検討、②民間委託の

影響検証、③公表の早期化の３点について検討が求められておりました。 

 これに対する調査実施者の対応として、１つ目の調査事項の再検討については、経済構

造実態調査で把握している調査事項を基に検討を行った結果、特に見直さなくても問題な

いことが確認されたこと。２つ目の民間委託の影響の検証については、回収率は平均９割

程度で安定しており、結果精度についても、売上高等に関する標準誤差率に大きな変動は

なく、支障が生じていないこと。３つ目の公表の早期化については、調査実施翌年の３月

までに公表するとしていて、令和５年調査の公表では、当初と比べて10日程度早期化を図

ったとのことです。 

 このように、調査実施者において、いずれも課題の趣旨に沿って適切に御対応いただい

ていることから、部会の判断としては適当としております。 

 この部分については、いかがでしょうか。特に御意見はございませんでしょうか。 

 それでは、御了承いただいたものとして整理いたします。 

 続きまして、「３ 活動調査に関する第Ⅳ期基本計画への対応状況」についてです。 

 活動調査については、第Ⅳ期基本計画において、①サービス産業・非営利団体等調査と

の連携強化、②調査事項の見直し等の検討が指摘されていました。 

 これに対する調査実施者の対応として、１つ目の「連携強化」については、活動調査の

調査名簿を共有することとしており、運用面での連携強化が図られていること。２つ目の

「調査事項の見直し」については、前記のとおり、調査事項を変更するとともに、経済構

造実態調査の二次集計結果に相当する分を、令和９年８月に提供する予定であることとし

ています。 

 このように、いずれも第Ⅳ期基本計画の記載内容を踏まえ、適切に御対応いただいてい

ることから、部会の判断としてはいずれも適当としております。 

 この部分については、いかがでしょうか。御意見がございましたら、挙手をお願いいた

します。よろしいでしょうか。 

 それでは、御了承いただいたものとして整理させていただきます。 

 続きまして、「４ 今後の課題」についてです。 

 先ほど御審議いただきましたとおり、新たに「管理・補助的業務か否か」について報告

を求めることを踏まえ、新たな情報や関連する情報を分析し、産業格付の改善を図るため

に、必要に応じ次回の活動調査において調査事項の見直し等を検討することを、今後の課

題として記載したいと思います。 

 よろしいでしょうか。先ほど肯定的な御意見も賜りましたので、この方向で取りまとめ

させていただけたら幸いです。 
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 さて、最後に、１ページに戻っていただきまして、「（１）承認の適否」についてです。 

 これまでの審議内容を踏まえますと、調査計画の修正を必要とする事項は特になかった

と思いますので、変更内容については、「承認して差し支えない」といった内容になろうか

と思いますが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○菅部会長 ありがとうございます。 

 一通りの答申案を御確認いただきましたが、全体を通じて何か言い忘れたことはござい

ますでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、答申案について審議を終えましたので、取りまとめをしたいと思います。 

 そして、答申案の最終的な報告は、来月開催予定の統計委員会のときに私から対応させ

ていただきます。 

 それでは、本日予定した議題を終えましたので、本日の審議はここまでとさせていただ

きます。 

 最後に事務局から連絡をお願いいたします。 

○植松総務省政策統括官（統計制度担当）室経済統計担当統計審査官室統計審査官 先ほ

どの修文案につきましては、先ほど申し上げましたとおり、改めて御相談させていただけ

ればと思います。 

 以上です。 

○松本総務省政策統括官（統計制度担当）室経済統計担当統計審査官室副統計審査官 そ

れでは、本日もお忙しい中、御参加いただきましてありがとうございました。 

 先ほども審査官からお話がありましたとおり、答申案の修正について速やかに検討しま

して、御連絡差し上げるようにいたします。 

 それから、本日の部会の議事録につきましては、事務局で作成次第、御確認をお願いし

たいと考えております。こちらもメールで送らせていただきますので、届きましたらよろ

しくお願いいたします。 

 事務局からは以上です。 

○菅部会長 経済センサス‐活動調査及び個人企業経済調査の部会としては、５月30日を

部会の予備日と予定しておりましたが、本日を最後とさせていただきます。効率的な審議

に御協力いただきまして、ありがとうございました。 

 サービス統計・企業統計部会としては、経済産業省企業活動基本調査の審議が来週から

始まります。皆様におかれましては、引き続きよろしくお願いいたします。 

 それでは、以上をもちまして、本日の部会は終了といたします。本日はありがとうござ

いました。 

 


